
民法改正による後見制度の大改編
大家さん大学講座



設    立 ：2021年4月1日

主な活動 ：➀相談対応：老後のお悩み解決や希望の実現に向けて関連企業や

 専門家をコーディネートする役割

     ②講演活動：終活の啓発に向けて年間60～70回の講演を行う

     ※主な活動エリア：都内全域(離島は除く)・神奈川県(主に横浜市)

活動原資 ：関連企業・専門家からの会員費と協賛金

登録/協定：中野区パートナーシップ協定
エンドオブライフケア学会登録会員

       東京都保健医療局「がんポータル」がん患者支援登録団体
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後見制度とは（おさらい）
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成年後見制度は、精神上の障害(知的・精神障害、認知症など)により判断能力が
ない方が不利益を被らないよう援助(財産管理・身上監護)してくれる人を
付けてもらう制度。成年後見制度には、法定後見と任意後見がある。

法定後見 任意後見

任意後見契約
(家族・専門家など)

意思能力に問題なし

意思能力に問題あり
（認知症などで）

意思能力に
問題あり

裁判所による
成年後見人の選任

裁判所による
後見監督人の選任
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後見制度の民法改正内容
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2026年6月に可決・成立した「成年後見制度」に関する民法改正。

実際の新制度のスタート(施行)は2028年ごろと見込まれています。

項 目 現行制度

制度の類型 3類型（後見・保佐・補助）

原則、一生続く（終身制）

一度始めると亡くなるまでやめられない

包括的（丸ごと管理）

「後見」になると本人の自由が大きく制限

後見人の交代
不正や破産など重い理由がないと交代で

きない

利用期間

サポート範囲

本人の同意
類型の決定や権限付与に、本人の同意

が不要なケースもある

改正後（2028年ごろ施行予定）

「補助」に一本化

途中で終了可能！

目的（特定の契約など）が終われば終

了できる

限定的（ピンポイント）

「この手続きだけ手伝って」が選べる

原則として本人の同意が必要

本人の意思が最優先される

本人利益のためなら交代しやすく
見直し
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最後までご清聴いただき誠にありがとうございました
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